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第１ 労働行政を取り巻く情勢

ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
時
代
に
対
応
し
た

労
働
環
境
の
整
備
、
生
産
性
向
上
の
取
組

労
働
局
の
組
織

ウ
ィ
ズ
・ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
の

雇
用
機
会
の
確
保

情
勢

道内の雇用情勢は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響により求人が引き続き減少し

ており、求職者の増加もあいまって弱さが見られ、令和３年１月の有効求人倍率は、0.95倍と前

年同月を0.23ポイント下回りました。

また、本道の合計特殊出生率は平成31年人口動態調査（確定値）で1.24と東京、宮城に次ぎ全

国３番目に低い状況となっています。

さらに、人口は、2015年の538万人から2045年には約400万人になると推計されており、その

うち生産年齢人口は、2015年の320万人から2045年には193万人に減少することが見込まれてい

ます（人口、生産年齢人口共に日本の地域別将来推計人口（平成30年推計））。

（１）労働行政を取り巻く情勢

（２）ウィズコロナ・ポストコロナ時代、少子高齢化・生産年齢人口の減少への取組

有効求人倍率の推移

北海道労働局は、新型コロナウイルス感染症が拡大を始めた令和元年度末以来、事業の継続や

従業員の雇用維持に懸命に取り組んでいる企業への効果的な支援を重要な柱として、雇用調整助

成金等による雇用維持に係る支援に努めており、継続して対策を講じていく必要があります。

また、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、雇用面での影響を受けやすい女性や

非正規雇用労働者等の就労継続支援、労働者が安全で健康に働くための職場における感染防止対

策の周知並びに感染者に対する迅速な労災補償についても、引き続き取り組みを進めていく必要

があります。

そして、今後はこれに加え、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の社会経済に対応する就職支援

や「新しい働き方」に対応する職場環境の整備、安全で健康に働くことができる職場づくりを推

進することも重要な課題となります。

そのため、テレワーク等の多様な働き方の定着支援やそれに対応した適切な労務管理の導入支

援、また、雇用維持に対する支援と併せ、業種・職種・地域を超えた再就職等を促進するための、

再就職支援や職業訓練、地方公共団体との連携による雇用対策等を強力に推し進める必要があり

ます。

誰もが安心して働ける北海道を目指して、北海道労働局は労働基準監督署、ハローワークも含

めた総合労働行政機関として雇用・労働施策を総合的、一体的に推進してまいります。
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資料出所：北海道労働局まとめ

新型コロナウイルス感染症の主な出来事（令和３年３月21日まで）

R2.1.6 中国武漢で原因不明の肺炎 厚労省注意喚起

R2.1.15 国内で初めて感染確認

R2.2.3 乗客の感染が確認されたクルーズ船 横浜港に入港

R2.2.14 雇用調整助成金の特例を実施

R2.2.28 北海道 新型コロナウイルス緊急事態宣言発表

R2.3.9 小学校休業等対応助成金・支援金 創設

R2.4.7 ７都府県に緊急事態宣言発令

R2.4.12 北海道・札幌市緊急共同宣言

R2.4.16 緊急事態宣言全国に拡大

R2.5.25 緊急事態宣言全国で解除

R2.7.10 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金 受付開始

R2.7.29 国内の１日の感染者数1,000人を超える

R2.11.7 北海道 すすきの地区営業時短要請

R2.12.31 国内の１日の感染者数4,000人を超える

R3.1.7 １都３県に緊急事態宣言発令

R3.2.17 新型コロナウイルスワクチン 先行接種開始

R3.2.28 北海道 すすきの地区営業時短要請終了

R3.3.21 １都３県の緊急事態宣言 解除

１



１ 業種・地域・職種を超えた再就職等の促進

（１）職業訓練を通じた職業スキルや知識の習得の促進

第２ ウィズ・ポストコロナ時代の雇用機会の確保

（２）新型コロナウイルス感染症の影響による離職者等への業種・職種を
超えた再就職等の支援

（３）「雇用対策協定」等による地方公共団体
との連携

公共職業能力開発施設や各
種職業訓練実施機関等にお
いて、地域ニーズに応じた
職業に必要な技能及び知識
を習得するための職業訓練
を推進します。

新型コロナウイルス感染症の影響による離
職者等（新型コロナ離職者）向けに、ニー
ズの高いハローワークに「JOB-チェンジ
サポートコーナー」を設置し、雇用吸収力
の高い職種や分野への就職を促すなど、業
種・職種を超えた再就職支援を推進しま
す。

就労経験のない職業に就くことを希望する
新型コロナ離職者の安定的な早期再就職支
援を図るため、一定期間試行雇用する事業
主に対して、試行雇用期間中の賃金の一部
を助成（トライアル雇用助成金）します。

北海道労働局と地方公共団体との間で締結した「雇
用対策協定」「一体的実施事業協定」に基づき、地
方公共団体が行う生活相談等と国の職業相談を一体
的に実施する取組やＵＩＪターン事業等の地域の雇
用対策を円滑かつ効果的に実施できるよう連携を図
ります。

２

北海道内
ハロートレーニング
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２ 就職氷河期世代活躍支援プランの実施

（１）チーム制による伴走型支援

（２）北海道就職氷河期世代活躍支援プラットフォームにおける取組及び地域
若者サポートステーション との連携

（３）民間事業者のノウハウ等を活かした不安定就労者の就職支援の実施

一人ひとりの課題に対応するため、
札幌わかものハローワーク内及び
ハローワーク函館に設置している
就職氷河期世代専門窓口において、
重点的な支援を行います。

北海道就職氷河期世代活
躍支援プラットフォーム
において、支援策の周知
広報、就職氷河期世代の
雇入れや正社員化等の支
援に取り組むほか、新た
に雇入れ等に係る好事例
の収集・発信を行いま
す。

事業主への助成金（特定求職者雇用開発助成金、
トライアル雇用助成金）の活用により、就職氷河
期世代の雇用機会の増大を図るとともに正社員と
しての就職を促進します。

ハローワークと地域若者
サポートステーション
（サポステ）の連携体制
を強化し、就職氷河期世
代専門窓口において、定
期的にサポステの相談窓
口を開設し、連携した支
援を実施します。

民間委託による成果連動型の「不安定就労者
再チャレンジ支援事業」で、キャリアコンサ
ルティング、職場実習等から就職あっせん、
定着支援までを行い、安定就職につなげま
す。

「短期資格等習得取得コース事業」により、
訓練と職場体験等を組み合わせ、正社員就職
等安定雇用を支援する出口一体型の訓練を行
います。

就職氷河期世代
活躍支援特設ページ
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３ 高齢者、障害者、外国人の雇用対策の推進

（１）高齢者の就労・社会参加の促進

（２）障害者の就労促進

（３）外国人に対する支援

事業所訪問等による雇用管理状況の確認、改善のための助
言・援助や外国人雇用管理アドバイザーによる相談・支援
を行います。

特定技能外国人の円滑な職場・地域への定着支援を行うモ
デル事業を北海道と連携し実施します。

ハローワーク札幌の「留学生コーナー」、「外国人雇用
サービスコーナー」において外国人留学生及び定住外国人
の就職を支援します。

70歳までの就業確保措置を努力義務化した
改正高齢法(令和３年４月１日施行)の周知の
ほか、65歳を超える定年引上げや継続雇用
制度の導入等を行う企業、60歳から64歳ま
での高年齢労働者の処遇改善を行う企業への
支援を行います。

道内12箇所のハローワークに設置している
「生涯現役支援窓口」において、高齢者の
ニーズ等を踏まえた職業生活の再設計に係る
支援や支援チームによる効果的なマッチング
支援を強化します。

雇用確保措置を講じていない事業主に対して
的確に助言・指導を行い、未実施企業を早期
に解消するよう努めます。

令和３年３月１日に引き上げられた障害者雇
用率を踏まえ、地域の関係機関と連携して、
中小企業をはじめとした障害者の雇入れ支援
等の強化を図ります。

大学等と連携して支援対象者の早期把握と就
職準備から就職・職場定着までの一貫した支
援を行います。

公務部門において、雇用される障害者の特性
に応じた個別支援、障害に対する理解促進の
ための研修等を行います。

障害者就業・生活支援センターにおけるオン
ラインによる支援の活用等により就業支援を
推進します。

外国人を雇用する事業主の雇用管理改善の取組に対する助
成（人材確保等支援助成金）を行います。

31人以上規模企業

51人以上規模企業
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60歳以上の常用労働者の推移

資料出所：北海道労働局まとめ

資料出所：北海道労働局まとめ

４

増加傾向にある外国人労働者の労働災害を防止するため、
外国人労働者の安全衛生確保対策の推進を図ります。
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（１）妊婦等に対する職場環境整備及び女性活躍推進法の
対象拡大に向けた中小企業への支援等

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状
況を踏まえ、妊娠等を理由に離職すること
の無いよう、昨年度改正された指針に基づ
く母性健康管理措置の確実な実施や助成金
制度の活用を促し職場環境の整備を図りま
す。

令和４年度に改正女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定や情報公表が義務とな
る常用労働者数101人以上の事業主に対して、計画的な働きかけを行います。

新型コロナウイルス感染症対策を理由とす
る小学校等の臨時休業等や家族の介護が必
要となった労働者のために特別休暇制度等
を導入した事業主に対して、両立支援等助
成金による支援を行います。

雇用者に占める非正規雇用率は男性が
25歳から54歳にかけて10％台である
一方、女性は25～34歳の41.2％から
増加を続け、35歳から54歳の各区分
において50％を超えています。
女性や非正規雇用労働者の公正な待遇
の確保を推進し、その属性を理由に不
利益取り扱いを受けることの無い職場
環境が整備されるよう、引き続き取り
組みます。

資料出所：総務省「労働力調査」（2020年平均）

男女年齢階層別非正規雇用労働者の比率（北海道）

両立支援等助成金

４ 女性活躍・仕事と家庭の両立支援の推進等

（２）男性の育児休業取得の促進をはじめとする仕事と家庭の両立支援の推進

育児・介護休業法

新型コロナウイルス
に関する

母性健康管理措置

女性活躍推進企業
データベース

働き方改革推進支援助成金や両立支援等助成金（不妊治
療両立支援コース（新設））の活用を促し、不妊治療の
ための職場環境の整備に取り組む中小企業事業主を支援
します。
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男性の育児休業取得を促進するため、労働
者、事業主等に育児休業の制度や配偶者が
妊娠・出産した際に個別に制度を周知する
ための措置を講じること等について、周知
を行います。

仕事と育児の両立ができる職場環境整備に
取り組んだ事業主に対する両立支援等助成
金の活用を推進し、男女とも仕事と育児が
両立できる職場環境の整備を図ります。



１ 「新たな日常」における働き方改革実現に向けた取組

（１）生産性を高めながら労働時間の縮減や賃金引上げに取り組む事業者等の支援

生産性を高めながら労働時間の短
縮等に取り組む中小企業・小規模
事業者に対して、働き方改革推進
支援助成金により支援します。

（２）北海道働き方改革推進支援センターによる支援（労働局委託事業）

厚生労働省が委託して実施する専門家派遣
事業や関係機関との連携を図りつつ、中小
企業・小規模事業者からの非正規雇用労働
者の均等・均衡待遇の確保やテレワークの
導入支援等の相談に対応します。

業務改善助成金のコースの拡充に
より中小企業・小規模事業者の賃
金引上げを支援します。

働き方改革推進
支援助成金

業務改善助成金

ウィズ・ポストコロナの時
代の新しい働き方を踏まえ
た職場環境の整備につい
て、個別訪問支援、出張相
談、セミナー等に加え、新
たに業種別団体等に対し専
門家チームによる支援を実
施する等、きめ細かい支援
を行います。

北海道働き方改革
推進支援センター

６

第３ ウィズコロナ時代に対応した労働環境の整備、生産性向上の推進

良質なテレワークを新規導入し、
効果をあげた中小企業事業主に対
し助成金（人材確保等支援助成金
（テレワークコース）（新設））
を支給し、支援します。

（３）雇用形態に関わらない公正な待遇の確保

パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告
徴収等の実施等により、法の確実な履行確保
を図ります。
併せて、同一労働同一賃金等の先行企業の事
例収集・周知等の実施によりパートタイム労
働者や有期雇用労働者と通常の労働者との均
等・均衡待遇の確保の推進を図ります。

同一労働同一賃金
特集ページ
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２ ウィズコロナ時代に安全で健康に働くことができる職場づくり

（２）働き方改革における長時間労働の抑制、中小企業や適用猶予事業・業
務を中心とした改正労働基準法等の周知や新たな働き方に対応した適正
な労務管理の導入支援及び労働条件の確保・改善対策

長時間労働の抑制を図るための監督指導を行う
とともに、中小企業等に対し、労基法等の周知
やテレワーク等の新しい働き方に対応した適正
な労務管理の周知等を図ります。

外国人労働者、自動車運転者等の労働条件の確保について
は、関係機関と連携を図りつつ推進します。

賃金不払残業の防止を始めとする法定労働条件
の履行確保を図ります。

時間外労働の
上限規制

•

「職場における新型コロナウイルス感染症の拡
大を防止するためのチェックリスト」が事業場
において幅広く活用されるよう、あらゆる機会
をとらえて周知徹底を図ります。

チェックリスト

（１）職場における新型コロナウイルス感染防止対策等の推進

新型コロナウイルス感染症に関する労災保険給
付の相談には、具体的な取り扱い等を懇切丁寧
に説明します。

新型コロナQ＆A
集団感染が発生した事業場が確認された場合等
においては、必要に応じ、事業場などに対し労
働者への請求勧奨の実施について積極的に依頼
を行い、業務によって感染した労働者の労災請
求が確実に行われるよう努めます。

７

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた企業に対する適
切な労務管理に関する啓発指導、各種支援策の周知を実施し
ます。

年次有給休暇の取得率は増加傾向に
ありますが、全国平均に比べて低い
割合となっています。
年次有給休暇の時季指定義務の周知
徹底や、時間単位年次有給休暇の導
入促進の実施、長時間労働につなが
る取引環境の見直しに受けた、下請
等中小事業者への「しわよせ」防止
対策について周知啓発を進め、働き
方・休み方改革を推進します。

資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査」

年次有給休暇取得率の推移
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（３）労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備

死傷者数の４分の１以上を占
める転倒災害及び冬季特有の
労働災害の防止対策に取り組
みます。

本年度が4年目である第13次
労働災害防止計画の北海道労
働局目標に基づき、平成29年
と比較して、令和４年までに
労働災害による死亡者数を
20％以上減少させること、及
び、休業４日以上の死傷者数
を５％以上減少させるため、
次のとおり労働災害防止対策
を一層積極的に推進します。
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資料出所：労働者死傷病報告

建設業、製造業、林業を中心に死亡災害の減少
を最優先課題として取り組みます。

産業医・産業保健機能の強化を内容とする改正
安衛法を周知し、その遵守を指導します。ま
た、ストレスチェックの確実な実施等のメンタ
ルヘルス対策の取組を促進します。

資料出所：労働者死傷病報告

増加傾向にある高年齢労働者
の労働災害を防止するため、
エイジフレンドリーガイドラ
イン（高年齢労働者の安全と
健康確保のためのガイドライ
ン）の普及促進を図ります。

第13次労働災害
防止計画

北海道
冬季ゼロ災運動

エイジフレンドリー
ガイドライン

全産業における死傷者数の推移

月別転倒災害発生状況（平成27年～令和元年）

化学物質を取り扱う事業場、石綿を使用した建
築物の解体作業、トンネルの粉じん対策等につ
いて、法定措置の徹底遵守を図ります。
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上記の中小企業等支援事業には次のような制度があり
ます。

１ 業務改善助成金

２ 北海道働き方改革推進支援センター

３ 最低賃金制度の適切な運営等

脳・心臓疾患、精神障害、石綿関連疾患の労災補償状況
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（４）労災補償対策の推進

労災給付新規受給者数の推移

労働災害による負傷及び業務上疾病について、各種認
定基準等を的確に運用し、迅速・公正な労災補償に努
めるとともに、相談者等に対して懇切・丁寧な対応に
努めます。

脳・心臓疾患及び精神障害に係る請求事案について、
認定基準に基づき迅速・公正な事務処理に努めます。
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脳・心 請求件数 脳・心 支給決定件数 精神 請求件数

精神 支給決定件数 石綿 請求件数 石綿 支給決定件数

北海道働き方改革
推進支援センター

資料出所：北海道労働局まとめ

資料出所：北海道労働局まとめ

石綿ばく露による石綿関連疾患について、石綿による
健康被害の救済に関する法律を始めとした補償（救
済）制度の周知を図り、迅速・公正な補償救済に努め
ます。

※ 最低賃金引き上げに向け中小企業等への
専門家派遣・相談等の支援事業です。

最低賃金額の周知・徹底とその履行確保を図ります。

賃上げが可能な環境整備に資するよう、中小企業・小
規模事業者に対する支援を行います。

最低賃金の審議を行う北海道地方最低賃金審議会の円
滑な運営に努め、北海道の最低賃金を決定します。
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４ 総合的なハラスメント対策の推進

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等の
職場におけるハラスメントの撲滅に向けて、説明会等
による周知啓発の実施、事業主に助言・指導を行うほ
か、紛争解決援助制度等を活用し、事案の解決を援助
します。

資料出所：北海道労働局まとめ

総合労働相談件数等の推移及び個別労働紛争の相談内容

令和４年４月１日より中小企業において
も義務化されるパワーハラスメント防止
措置について、早期に措置が講じられる
よう取り組みます。

個々の労働者と事業主の民事的な
トラブル（個別労働関係紛争）に
ついて、あらゆる労働問題に関す
る相談にワンストップで対応する
総合労働相談コーナーの運営や労
働局長による助言・指導及び紛争
調整委員会による「あっせん」に
より、円満・迅速な解決が図られ
るよう努めます。

あかるい職場応援団

令和元年度に総合労働相談コーナーに
寄せられた総合労働相談件数は個別労
働紛争解決制度開始以来最多となり、
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10

（複数回答）

５ 治療と仕事の両立支援

相談内容は「いじめ・いやがらせ」
が9年連続トップ、次いで「自己都合
退職」、「解雇」、「労働条件引下
げ」の順となっています。

また、「その他の労働
条件」の相談として、
新型コロナウイルス感
染症の感染拡大の影響
で休業手当の相談が大
きく増加しました。

「事業場における治療と職業生活の両立
支援のためのガイドライン」を周知し、
取組の促進を図ります。

両立支援ナビ

がん患者等に対する就労支援について、ハローワーク
の就職支援ナビゲーターとがん診療拠点病院等が連携
して実施する相談支援体制の拡充を図ります。
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労働局の組織と業務

庶務、人事、研修、福利厚生、情報公開、予算決
算、給与、公示・物品契約

労働保険の成立・消滅、労働保険料の決定・徴収、
労働保険事務組合の認可・指導

働き方改革、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立、
ハラスメント対策、個別労働紛争解決制度

企画、広報、各種助成金

労働条件の確保・改善、過重労働対策、監督指導、
司法警察事務

産業安全、労働災害防止

健康確保、職業性疾病の予防、治療と仕事の両立支援

厚

生

労

働

省

北

海

道

労

働

局

雇用環境・均等部

総務課

労働保険徴収課

企画課

指導課

監督課

安全課

労災補償課

賃金室

職業安定課

職業対策課

需給調整事業課

訓練室

総務部

労働基準部

職業安定部

労働基準監督署

公共職業安定所（ハローワーク）

健康課

労働者災害補償、社会復帰促進等事業

最低賃金、家内労働制度の運営

職業紹介、若年者の雇用対策、雇用保険事業

高年齢者・障害者・外国人等の雇用対策、各種助成金

職業紹介事業、労働者派遣事業の許可・各種届出、
指導監督

公共職業訓練、求職者支援制度、ジョブ・カード

道内17か所に労働基準監督署（支署）が設置されており、労働
基準行政の第一線機関として、労働基準法を始め所管する法律
に基づき、労働条件の確保・改善の指導、安全衛生の指導、労
災保険の給付等の業務を一体的に実施しています。

道内38か所に公共職業安定所（ハローワーク）が設置されてお
り、地域に密着した総合的雇用サービス機関として、全ての
人々がその能力を最大限発揮して働けるようにすること及び企
業の労働力需要を満たし、産業・経済の発展に寄与することを
目的として、職業紹介・雇用対策・雇用保険業務を一体的に実
施しています。

北海道労働局は、雇用環境・均等、労働基準、職業安定、職業能力開発の４行政を中心とする地方

労働行政を総合的に推進するための国（厚生労働省）の機関です。

誰もが安心して働ける北海道をめざして
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北海道労働局・労働基準監督署・ハローワーク所在地のご案内

１ 北海道労働局

〒 060-8566
札幌市北区北８条西２丁目１－１
札幌第一合同庁舎３・６・８・９階
（代）011(709)2311

２ 労働基準監督署（本署16・支署１・駐在事務所１）

署名 住所 電話番号

札幌中央 〒060-8587 札幌市北区北８条西２丁目１－１ 札幌第一合同庁舎 011(737)1191

札幌東 〒004-8518 札幌市厚別区厚別中央２条１丁目２－５ 011(894)2815

函館 〒040-0032 函館市新川町２５－１８ 函館地方合同庁舎 0138(87)7605

江差駐在事務所 〒043-0041 檜山郡江差町字姥神町１６７ 江差地方合同庁舎 0139(52)1028

小樽 〒047-0007 小樽市港町５－２ 小樽地方合同庁舎 0134(33)7651

岩見沢 〒068-0005 岩見沢市５条東１５丁目７－７ 岩見沢地方合同庁舎 0126(22)4490

旭川 〒078-8505 旭川市宮前１条３丁目３－１５ 旭川合同庁舎西館 0166(99)4704

帯広 〒080-0016 帯広市西６条南７丁目３ 帯広地方合同庁舎 0155(97)1243

滝川 〒073-8502 滝川市緑町２丁目５－３０ 0125(24)7361

北見 〒090-8540 北見市青葉町６－８ 北見地方合同庁舎 0157(88)3983

室蘭 〒051-0023 室蘭市入江町１－１３ 室蘭地方合同庁舎 0143(23)6131

苫小牧 〒053-8540 苫小牧市港町１丁目６－１５ 苫小牧港湾合同庁舎 0144(88)8899

釧路 〒085-8510 釧路市柏木町２－１２ 0154(45)7835

名寄 〒096-0014 名寄市西４条南９丁目１６ 01654(2)3186

留萌 〒077-0048 留萌市大町２丁目１２ 留萌地方合同庁舎 0164(42)0463

稚内 〒097-0001 稚内市末広３丁目３－１ 0162(23)3833

浦河 〒057-0034 浦河郡浦河町堺町西１丁目３－３１ 0146(22)2113

小樽倶知安支署 〒044-0011 虻田郡倶知安町南１条東３丁目１ 倶知安地方合同庁舎 0136(22)0206

部名 課名 合同庁舎フロア

総務部 総務課 9階南側

労働保険徴収課 8階北側

雇用環境・
均等部

企画課 9階南側

指導課 9階南側

労働基準部 監督課 9階北側

安全課 9階北側

健康課 9階北側

賃金室 9階北側

労災補償課 9階北側

職業安定部 職業安定課 3階北側

職業対策課 3階北側、6階北側

需給調整事業課 3階南側

訓練室 3階北側

札幌第一
合同庁舎

京王プレリア
ホテル札幌

札幌エル
プラザ

北海道銀行札幌駅
北口広場

ＪＲ札幌駅

大丸
札幌店

ＪＲ
タワー

代々木
ゼミナール

ファミリー
マート

労働基準監督署の
管轄区域はこちら

ハローワークの
管轄区域はこちら
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、
生
産
性
向
上
の
取
組

労
働
局
の
組
織

ウ
ィ
ズ
・ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
の

雇
用
機
会
の
確
保

情
勢

表紙写真（上から順）
ファーム富田（富良野市）・地球岬（室蘭市）・大通公園（札幌市）・
ひまわり畑（北竜町）・定山渓（札幌市）・摩周湖（弟子屈町）
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３ ハローワーク（本所22・出張所８・分室８・プラザ等10）

ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
時
代
に
対
応
し
た

労
働
環
境
の
整
備
、
生
産
性
向
上
の
取
組

労
働
局
の
組
織

ウ
ィ
ズ
・ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
の

雇
用
機
会
の
確
保

情
勢


